
 

○ 子ども・子育て支援法の一部を改正する法律案 抄 

 

   附 則 

 

第四条 新法第八条に規定する子育てのための施設等利用給付については、

施行日から起算して五年を経過する日までの間は、児童福祉法（昭和二十

二年法律第百六十四号）第五十九条の二第一項に規定する施設（同項の規

定による届出がされたものに限り、就学前の子どもに関する教育、保育等

の総合的な提供の推進に関する法律（平成十八年法律第七十七号）第三条

第一項又は第三項の認定を受けたもの及び同条第十一項の規定による公示

がされたもの並びに新法第七条第十項第四号ハの政令で定める施設を除く。）

を同号に掲げる施設とみなして、新法（第五十八条の四第一項（第四号に

係る部分に限る。）、第五十八条の九第一項（第一号に係る部分に限る。）及

び第五十八条の十第一項（第三号に係る部分に限る。）を除く。）の規定を

適用する。 

 

２ 市町村（特別区を含む。以下この条において同じ。）は、施行日から起算

して五年を経過する日までの間、当該市町村における保育の需要及び供給

の状況その他の事情を勘案して特に必要があると認めるときは、当該市町

村の条例で定めるところにより、前項の規定により新法第七条第十項第四

号に掲げる施設とみなされる施設に係る新法第三十条の十一第一項の規定

による施設等利用費の支給について、同項に規定する特定子ども・子育て

支援施設等である当該施設のうち当該市町村の条例で定める基準を満たす

ものが提供する同項に規定する特定子ども・子育て支援を受けたときに限

り、行うものとすることができる。この場合において、当該市町村の条例

で定める基準は、同号の内閣府令で定める基準を超えない範囲内において

定めるものとする。 

 

３ （略） 

 

 

 

 

資料１ 別紙 



○ 子ども・子育て支援法の一部を改正する法律案による改正後の子ども・子育て支援法

（平成二十四年法律第六十五号） 抄 

 

第七条 （略） 

２～９ （略） 

10 この法律において「子ども・子育て支援施設等」とは、次に掲げる施設又は事業をい

う。 

一・三 （略） 

四 児童福祉法第五十九条の二第一項に規定する施設（同項の規定による届出がされた

ものに限り、次に掲げるものを除く。）のうち、当該施設に配置する従業者及びその員

数その他の事項について内閣府令で定める基準を満たすもの 

イ 認定こども園法第三条第一項又は第三項の認定を受けたもの 

ロ 認定こども園法第三条第十一項の規定による公示がされたもの 

ハ 第五十九条の二第一項の規定による助成を受けているもののうち政 

令で定めるもの 

五～八 （略） 

 

（子ども・子育て支援給付の種類） 

第八条 子ども・子育て支援給付は、子どものための現金給付、子どものための教育・保

育給付及び子育てのための施設等利用給付とする。 

 

第三十条の十一 市町村は、施設等利用給付認定子どもが、施設等利用給付認定の有効期

間内において、市町村長が施設等利用費の支給に係る施設又は事業として確認する子ど

も・子育て支援施設等（以下「特定子ども・子育て支援施設等」という。）から当該確認

に係る教育・保育その他の子ども・子育て支援（次の各号に掲げる子ども・子育て支援

施設等の区分に応じ、当該各号に定める小学校就学前子どもに該当する施設等利用給付

認定子どもが受けるものに限る。以下「特定子ども・子育て支援」という。）を受けたと

きは、内閣府令で定めるところにより、当該施設等利用給付認定子どもに係る施設等利

用給付認定保護者に対し、当該特定子ども・子育て支援に要した費用（食事の提供に要

する費用その他の日常生活に要する費用のうち内閣府令で定める費用を除く。）について、

施設等利用費を支給する。 

一・二 （略） 

三 第七条第十項第四号から第八号までに掲げる子ども・子育て支援施設等 第三十条

の四第二号又は第三号に掲げる小学校就学前子ども 

２～５ （略） 


